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事業部制組織の生成•発展・展開
-GMを事例研究として一一
井上昭一
はじめに
今日，ジェネラル・モーターズ社 (GeneralMotors Corp.，以下GM)
は，官僚主義，高コスト体質，市場構造の変化への対応の遅さのゆえに業績
不振に悩み，労働者のレイオフや工場閉錯など，いわゆるリストラクチャリ
ングと称される合理化策の推進に大童の状況下にある。しかし，それでもい
ぜんとして自動車工業界は申すにおよばず，世界最大かつ最強の製造工業企
業の地位を保持している。
では， GMが強大化した要因としてなにが考えられるだろうか。一般的に
次の 2つが指摘されている。
1つは，1910年代後半以降，デュボン社 (E.I. Du.Pont & Nemours Co.) 
やモルガン商会 CJ.P. Morgan & Co.）といった既存の独占体・金融資本
による金融的支援をテコにした，そしてまた証券市場の発達をフルに活用し
た企業の統合策，つまり資本の集中戦略を推進してきたことである。
いま 1つは，組織機構の確立と運用，すなわち1920年に，分権化原理を効
率的に応用した経営体制である事業部制分権管理を，巨大企業として最初に
開発・導入し，成功的に運用してきたことである。
小論では後者，つまりGMの事業部制組織に重点をおいて論究していく。
同テーマに関しては，これまでに汗牛充棟，山なす研究がなされており，ぁ
138(138) 第 40巻第 1 号
らためて紹介する必要もないかと思われる。現に，私自身も何度かとり上げ
たことがある。
しかし， GMの発展過程において，事業部制の性格と意味あいが，様変わ
りしてしまったのではないかと考え，「なにをいまさら」との批判をあえて承
知で，論じてみることにした。そこで事業部制の生成•発展・展開過程を 3
段階にわけて考察するが，まずはじめに，事業部制組織が導入される契機と
その内容を，同方式の開拓者アルフレッド •P. スローン・ジュニア (Alfred
P. Sloan, Jr.）の「組織研究」 (OrganizationStudy)に沿って概観する。
次に1984年にGMが60有余年ぶりに組織改革，とりわけ乗用車事業部門の組
織変革を断行したのはなぜか，その功罪をどう評価するかなどについて検討
する。そして最後に， 1990年代に入って，部品事業部を整理・集約するとと
もに，自動車完成部門と同等の事業体に格上げした狙いはなにかを，追究し
てみることにした。
I 事業部制組織と分権管理
事業部制組織について， 最初に体系的に論じたビーター •F. ドラッカー
(Peter F. Drucker)によれば， それはアメリカ合衆国の国家構造の原理
＝連邦主義を援用した連邦的分権制のもとにおける自律的な経営単位，略し
て「連邦的分権単位」である。またそれは「部門的自治を通じて統一を，ま
た逆に統一を通じて部門的自治を目指すもの」であり，そこに最大限の統一
と最大限の自治とが企業内に包括された理想形態である。そして彼は，その
基本原則を次の 2点に要約している。
(1) 各部門の諸活動をそれぞれの市場と製品，そしてそれぞれの収益と責
任をもつ自律的製品事業単位に組織化して，あたかも独立企業のような
性格を与えること。
(2) 中央経営層による政策と統制を確立すること。
資本主義の幼年期のように，生産の物的・技術的基礎も小規模で単純な段
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階において，個人資本家ないし企業所有者によって単独的かつ恣意的に遂行
されていた管理方式を，今日のような資本の集中・集積が進行し，生産の社
会化が進展した大規模で複雑な段階に，そのまま踏襲・充当しえないことは
いうまでもない。企業内外の諸条件，時間，場所に依存あるいは対応しつつ資
本の致富・増殖本能を充足させるためには，企業にとっては科学的管理手法
の導入一＿長期経営計画，柔軟な組織と管理技術，正確な情報・資料にもと
づく生産手段と労働力の合理的運用などの迅速にして的確な意思決定，総合
的な統制など一ーが必要とされよう。しかしながら，それらは資本家のもつ
能力的限界や時間的制約からしてかなわず，そこに一定の機能を経営の専門
的知識や技法をもつ人びとに委任する課題が，必然的に生じる。資本の所有
者と経営者との人格的な分離，いわゆる「所有と経営の分離」である。それ
に照応して新しい管理方式や組織形態が一つの手段または道具として案出さ
れざるをえない。事業部制組織＝分権管理方式も，そのような「歴史的•発
展的産物」ないし「時代の要請」としてうみだされたものである。
資本制企業における管理は本来，資本の属性としてそれに包摂されている
ものであり，生産手段の所有にもとづく支配関係の歴史的，具体的な一つの
現われである。したがってもともと，集権化志向の性格を有している。にも
かかわらず，企業は一定の歴史的時期において，資本の専制支配下に生産，
販売などの企業活動を計画し，組織化するために，一定の約束や目的をもっ
た歴史的発展形態としての私的管理方式＝分権管理方式を動員せざるをえな
い。それは資本の論理からの当然の要求として，資本主義的生産関係の対立
のいっそうの激化という一定の段階で，利潤をより効率的に追求する視座か
ら企業内に導入される方式であって，社会全体としての生産と競争の無政府
性を根本的に治癒しうる性格のものではない。
さて次節以降では，世界最初に事業部制組織を開発・採用し，その後独占
的企業の組織形態のモデル役を演じたGMを素材にして，事業部制組織を論
じてみよう。
140(140) 第 40巻第 1 号
I 事業部制組織の導入と確立
アメリカ巨大企業において，事業部制分権管理方式を採用した先駆はGM
で， 1920年のことである。当時GMは，主として「株式の交換」をテコとす
る資本集中によって多種多様な製品ラインを有し，外面的には独占企業とし
ての体裁を整えつつあった。しかし内部的には，創業者ウィリアム・C.デュ
ラント (WilliamC. Durant)による無政府的， 衝動的な資本集中策のみ
が先行して，統一方針を策定すべき全般的管理機構が未確立の状態であり，
各事業部長の専断で運営される「寄り合い世帯」(loose-knitcombination) 
にすぎなかった。 GMはその発展過程のなかで，調整と目的の統一を欠いた
ままに運営される混成体を，根底から変革する必要に直面していた。そして
資本蓄積を強化するために，支配の制度化ないし客観化として，新しい管理
システム＝分権管理方式の創出が要請された。しかも第一次大戦の反動が，
恐慌という資本主義体制に固有の矛盾の形をとって外的要因として渦状的に
絡み合ったために， その要請にはいっそうの拍車がかけられることになっ
た。
デュラントによるアド・ホックな経営体制からの脱却をめざし，全般的管
理機構の欠如に起因する業績悪化を克服するために， GMの支配権を受け継
いで社長の座についたのはデュポン社の取締役会長 P.S.デュポン (Pierre
S. DuPont)であった。
デュポン社は，第一次大戦で獲得した莫大な利潤の投資先と自社製品の有
望な販売先をGMに見出し， まず1917年12月21日に2,500万ドル相当のGM
普通株を買い入れた。続いて18年3月に23.8彩， 12月には26.4彩（金額にし
て4,300万ドル）を占有した。 さらに翌19年12月には， GMのたび重なる拡
張にともなって， デュポン社はその出資額を4,900万ドルに増額してGM株
式の27.6彩を所有するにいたり，事実上，単独でGMを支配することが可能
になった。
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持株支配を介してGM社長を兼任するようになった P.S.デュポンは，デ
ュポン社で実践されている経営管理方式-ゼネラル・オフィスの設置，報
告を標準化することによる情報のスムーズな流れなどーーを移入してGMの
管理体系の改革を進めた。彼は，デュポン社ならびにデュポン一族のGMへ
の投資を守るために，とくに財務を中心とする健全な組織機構の確立に着手
した。具体的には，生産・販売予測や運転資本支出などに関するデーク不足が
GM危機の根本的原因であったが，それを是正するために非人格的・客観的
な財務統制基準を設け，投資利益率 (TheRate of Return On Investment, 
ROI)や統計などに関する情報の一定の流れを保証した。また，本社のトッ
プ人事，事業部長人事の厳選を断行するとともに全社的事業計画とその実施
についての「権限と責任」のラインを明確にしようと努めた。さらに，従来
GMに設置されていた経営委員会 (ExecutiveCommittee)や財務委員会
(Finance Committee)の改編にも努力を傾けた。例えば経営委員会は，
分権化の原理にのっとってポリシー・グループ（政策集団）として確立さ
れ，執行業務から分離された。財務委員会は金融政策に責任をもつという性
格上，大規模支出の承認，資金割当，配当政策，株式発行， トップ経営層の
給与や賞与決定などをその主要任務にするようになった。デュポン社長が，
不十分な管理統制や不備な統計テクニックによって行使された財務統制は，
実質的な統制とはなりえないことを認識して，財務統制に力点をおいたこと
は評価されてよい。
かくしてGMは，デュポン社長管理下に，健全な組織機構の建設に着手す
るのであるが，デュポンはその改革推進の指導的役割を経営担当副社長の
AP.スローンに託した。スローンはデュポン社長からの全幅の信頼を背景
にしながら，統制力を備えた高度に合理的な経営管理体制＝総合本社の確立
をめざした。すなわち彼は，業務全般にわたって権限の系統を明確にし，ま
た各事業部間を調整するが，それと同時に，従来発揮されていた能率や組織
の長所を損なわないことを前提にして， 「組織研究」に取り組んだ。そして
その成果として，組織研究の 2原則を次のように規定した。
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(1) 各事業部の最高管理層に付与される責任事項は，どんな形にせよ制限
されてはならない。最高管理層に率いられる各事業部は，必要とするあ
らゆる機能を完全に備え，それぞれの自主性をフルに発揮し，筋道にか
なった発展を遂げられなくてはならない。
(2) 会社の活動全般の筋道にかなった発展と適切な統制のためには，何ら
かの中心的組織機能が絶対必要である。
この 2原則は，明らかに二律背反している。 (1)において，各事業部の「自
主性」を強調しながら，（2）において， 事業部の活動を全体的観点から「統
制」する必要があると主張している点である。これは，次のように理解すべ
きであろう。各事業部の自主性といっても，それは相対的，あるいはもっと
強くいえば「実質の伴わない形式的または仮装的」なものであり，中央組織
策定による基本方針と目標の枠内においてのみ与えられる自主性にすぎな
い。事業部の無原則な自主性ではないのである。
スローンは，再組織化の根源となる 2原則を確立したのちの達すべき目標
として，次の 5つを挙げている。
(1) 会社の活動を構成する各事業部の機能を，各事業部間の相互関係のみ
ならず，中心的組織との関係において，明確に規定すること。
(2) 中心的組織の地位を明確に定め，それが必要かつ筋道にかなった責務
を遂行するように，その活動を全社的立場から調整すること。
(3) すべての経営的機能の統制は求心的に，最高経営者たる社長に集中さ
れるべきである。
(4) 社長に直接に事をはかる重役の人数を，できるだけ少なくすること。
その目的は社長が，もっと下級の管理に任せておいても心配のない問題
から離れて，全社的な広範な政策を検討できるようにするためである。
(5) 経営組織を形づくる各部門の活動を，全社的な見地からして建設的な
方向に向っていかせるためにも，どの部門にも，他のすべての部門の動
向や方針が，諮問的な形で反映されるような手段を講じること。
これらの内容をもつスローンの組織研究が適用されるとき， GMの事業部
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制にもとづく分権化は達成されるわけである。実際にそれは， 20年12月30日
の取締役会でほぼ原案どおり承認され，翌21年の 1月から正式の運びとなっ
た（図ーI参照）。以後， スローン・プランとも呼ばれるこの組織研究は，
GMの全組織に一貫した分権化の基本原理の一つの表現としてGM経営方針
の礎石となり，長年の間，大筋において受け継がれてきた。それは，このプ
ランが無政府的な寄り合い世帯にすぎなかったGMを，一つの統一された企
業組織に脱皮させるにあたって大きく貢献したからである。具体的には，こ
の新しい方針が中心的組織＝総合本社を確立したうえで統一政策と目標を計
画・決定し，それにもとづき各事業部を統制する。他方各事業部は，統一的
中央方針の軌道上でのみとはいえ，管理自治権を享受することができたので
ある。したがってスローン・プランは， GMを「中央集権化された政策と分
権化された執行」あるいは「全体的統制を備えた分権的経営」と表現するに
ふさわしいものにした。かくして， 全社統一的「政策」と各事業部の「執
行」との間に明確な一線が画され，経営管理上の専門化を基礎にした分業関
係が確立したのである。
分権管理は，資本の専制支配下に， トップ・マネジメントが機密事項や重
要な企業活動一金融独占的な産業・企業支配の職能，新製品の開発，多産
業化，多国籍化など一—ーを集中的に計画・決定・統制しうるように，日常的
な業務運営権限を大幅に委譲して徹底的な企業内分業をはかる。そして一定
の枠内での下層の自律性を期待したうえで，上下層一体となって個別資本の
運動を，より効率化たらしめる私的管理方式である。いかに分権管理方式が
組織として，あるいは機能としてすぐれたものであるにせよ，それは「資本
家的専制の枠内」のことでしかない。
権限は所有にその源泉を有するがゆえに，分化・委譲された権限は一定の
限界をもつ。したがって分権化と集権化の関係をみるとき，権限分散をけっ
して中枢部の弱体化と同義に解されてはならない。その本質は，分権化が促
進されればされるほど，より鮮明に集権化が浮彫化され，よりいっそう所有
にもとづく支配強化につながるところにある。
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GMにおいては会社全体の統一方針の策定と統制は集権化され，方針の運
用や執行については分権化されている。例えば現金の集中管理，資金調達，
投資計画，一定階層以上の管理者の任免や給与変更， あらゆる法律事項，
1937年の労働組合結成以降におけるほとんどすべての労働協約や労働問題に
関する交渉，製品価格の幅などが集権化＝中央本社の権限事項である。これ
に対して中央本社の直接の権限以外の事柄ならびに中央本社の決定方針の枠
内での事項，例えば作業方法の改善，製品の色彩，工場労働者の雇用や給与
決定などは分権化＝事業部の権限の対象とされている。
事業部制分権管理のもとで， 中央本社が各事業部を強力に指導するには
「明確な目標の設定」が重要であるが，それと並んで「評定による統制」が
必要であることはいうまでもない。とするならば， GM本社（＝集権）の各
事業部（＝分権）に対する客銀的な統制は何を基準としていたのか。換言す
れば，分権化の能率を評価する尺度は，いったい何であったのであろうか。
各事業部の能率を非人格的・客銀的に評価する鍵は，一言でいえば財務に
見出された。投下資本に対する利益の割合＝投資利益率 (ROI)，それも長期
にわたる平均的利益率こそが経営目的の統一をはかるものであり，独立採算
制にもとづく 「利益責任単位」 (aprofit center)としての事業部の活動成
果を測定する唯一の尺度であるということであった。財務＝投資利益率を客
観的な統制の準拠標とする考え方は，原則的には，経営のトップが個別の事
業活動の成果を評価する手段さえ整えていれば，執行そのものは委任しても
安全だという点に求められよう。この統制尺度をより精緻化するためにGM
本社は各事業部長に対して事業部活動の旬報および月例統計報告，当月を含
む向こう 4カ月の事業予測などを義務づけ，さらに報告の画一性と一貫性を
期すために統一的会計方式と呼ばれる所定の書式を使用させた。
GM本社は，財務統制手段や予測デークによって計画と実際のズレ，市場
の包括的な状況，あるいは将来の長期経営計画や意思決定に関する可視的・
量的根拠を容易に入手することができ，事業部活動を客銀的に統制し評価す
ることが可能になった。
図ーI GMの組織図 (1921年1月現在）
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m 乗用車事業部門の組織変革
1984年 1月10日， GMは60年以上にわたって継続してきた基本車種ブラン
ド別の事業部を中核とする事業部制組織体制を改め， 北米事業 (North
American Operations, NAO)を小型車部門 (Chevrolet-Pontiac-GMof 
Canada, CPCグループ）と中・大型車部門 (Buick-Oldsmobile-Cadillac,
BOCグループ）の 2部門に再編成する大規模な機構改革を発表した（図一
Il参照）。
結論を先取りすれば， この 2グループ制への分化という組織改革は， 「お
役所主義 (RedTapism)」 「会社官僚 (Corpocracy)」（Corporate と
Bureaucracyの合成語）などと椰楡されるようになった GM病を治すこと
が狙いであった。事業部間での車種や価格の重複を避け，組織内の双方向へ
のコミュニケーションをよくして責任体制を明確にし，そのことによって全
社統一的な管理機構を再構築することを主眼としていたのである。
図—Il GMの新組織図 (1984年1月現在）
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従来では販売系列別に管理部門，生産拠点が分離されていた。それを小型
車部門と中・大型車部門の 2部門に統合・集約することによって，独立採算
制を基調としつつ新組織では，それぞれのグループの統括者が市場調査，生
産技術，部品製造・調達，完成車組み立て，マーケティングにいたるまで担
当し， 品質や売上収益の面でも責任と権限をもつことが明確化された。た
だ，工場そのものや販売店組織を変更するわけではなく，これらを管理・運
営する，いわば上部構造の再編成である。
吸収される 5事業部は，今後生産以外の製品開発と販売に特化し，売上げ
や収益に責任をもつマーケティング部隊となる。そしてエンジニアリング，
デザイン，部品製造・調達などは各グループの下で統一的に行われる。ちな
みにエンジニアリングに関しては， 5乗用車部門とフィッシャー・ボディ事
業部門， GM組立部門 (GMAssembly Division, GMAD)の合計7部門
に分かれていたものを，小型車部門と中・大型車部門にそれぞれ再配置し，
2グループのなかで，改めて強化されることになった。中・大型車部門は中
・大型車だけを生産し，大型車系列で販売する小型車については小型車部門
に発注する。逆に，小型車部門は大型車や高級車以外の車種を生産し，販売
する大型車については中・大型車部門から調達する体制である。
GMの従来の組織体制は「中興の祖」といわれるスローンが1920年代に確
立したもので， その基本理念は「全体的統制を備えた分権的経営」， つまり
調整された管理のもとにおける活動と責任の分散化であり，究極的には，事
業部制の確立であった。乗用車についていえばシボレー，ポンティアク，ォ
ールズモービル， ビュイックならびにキャディラックの 5事業部がそれぞ
れ独立企業に近い形で，プランド・イメージを鮮明に出し，あらゆる顧客層
を吸引するために生産から販売，アフクー・サービスまでの一貫した諸活動
を独立採算方式によって遂行してきた。 GMは多種多様な品揃え，いわゆる
フル・ライン・ポリシーによって乗用車の拡販につとめ，アメリカの高度ク
ルマ社会づくりに関して， どの企業よりも大きな一翼を担ってきたのであ
る。
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ところがとくに70年代後半ごろから，このような事業部制に弊害が目立つ
ようになった。 5つの独立企業形態に近い事業部制とはいえ，デザイン，工
ンジニアリング，マーケティングといった重要な企業職能に関する実質的な
リーダーシップが中央スクッフに握られ，その指示のもとに各事業部が操ら
れていたのが実状である。端的にいえば，「設計責任と生産責任は分断」
—ちなみに，世界の自動車メーカーで設計担当者と生産担当者が分断さ
れ，接触していないのはGMだけであった一ーされていて，スローンの描い
た「責任の分散化と権限の委譲」は有名無実化してしまっていた。各事業部
ごとに小型車から大型車まで生産・販売するフル・ライン・ポリシーを推進
し，しかも生産コスト節減のために類似のオプショナル・パーツを使用した
り，部品の共通化を図ったりもした。その結果，価格帯が重複したりスタイ
ル，サイズ，機能が似かよったりして各部門の独自性や特色が薄くなり，製
品の差別化の意味も失われた。例えば，ポンティアク，オールズモービル，
ビュイックの 3部門はそれぞれ別個に販売活動を行っているが，扱っている
車のサイズや機能はほとんど変わらないうえに， 価格帯も 1万4,000ドルか
ら2万8,000ドルのレンジでオーバーラップしていた。各事業部は，単に銘
柄だけが異なる車で， 「共食い的競争」に突入するという最悪の事態を招い
てしまったのである。
そればかりではない。責任の所在もしだいに不明確になった。例えば，本
社中央スクッフによって設計・開発された車を各事業部が生産・販売するシ
ステムであると，製品欠陥など何らかの問題が生じた場合，その責任は「設
計」担当の中央スタッフが負うべきなのか，それとも「生産」担当の事業部
にあるのか，きわめて曖昧であった。しかもGMの各事業部は，横に肥大化
していることもあって部品調達，製品計画，需要予測などを，相互連絡ない
し協力関係もないままに実施していた。各部門が恣意的に基準と目標を設定
するためコスト管理は不可能であった。それゆえに，本社による事業部の業
績評価や統制はほとんど期待しえないほど絶望的な状況に落ち込んでしまっ
た。
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本社と事業部間，事業部相互間のコミュニケーションの欠如や責任体制の
混迷度が深まるにつれ，強大な市場支配を誇っているGMといえども，あら
ゆる面での強さが損なわれ，改革を迫られるのは当然であろう。
企業内部に固有の問題に対処するだけでなく， 80年代半ばのGMは，外部
との競争においても変革を余儀なくされるようになった。とくに79年の第二
次石油危機以降，競争相手が燃費効率にすぐれ，性能が優秀，しかも価格が
廉価な日本車になった。ところが巨大化し，保守化，硬直化現象が著しくて
小回りがきかなくなっていたGMは，日本車からの挑戦に効果的に対応しえ
ず，この意味でも組織の再構築は不可避であった。 GMを取り巻く客観的状
況は楽観を許さないどころか， GM病といわれる官僚主義を早急に打破しな
ければ，企業存続さえ危ぶまれる有様になった。そこでGMは，サイズ，ス
タイル，価格帯など各事業部間でオーバーラップしている車種を整理し，小
型車と大型車の明確な線引きと位置づけ，つまり車の格付けや個性化を行う
作業に着手する計画をたてた。旧来の組織の部分的な手直しでは抜本的な解
決とはならず，全社的な観点からの改革が希求されたのである。つまりGM
組織の改造劇は，単に事業部の微調整だけで「能事終われり」とする性格の
ものではなく，本社＝全社統一的管理機構の統制力を再構築するための措置
であり，これこそが最大の眠目であったといえよう。
その際，組織再編プログラムの一環として看過しえないのは， 84年8月
に，フィッシャー・ボディ事業部とGM組立事業部 (GMAD)が解体された
ことで， 両部門は小型グループ (CPCグループ）と中・大型車グループ
(BOCグループ）に吸収された。 機構改革の必要からとはいえ，伝統ある
2部門がGMの組織図から消え去るのは，それほどGM本体が大転換期に直
面していることを如実に物語る，なによりの証左なのではあるまいか。
ところがである。この60年ぶりの組織大改造が，結果的には，大失敗であ
ることが明らかになった。 84年にGMは，国内の自動車事業を組織構造的に
まったく異なる 2つの部門，すなわち CPCグループと BOCグループとに
分割した。コスト削減，経営判断と意思決定の迅速化，技術・営業面の進歩
事業部制組織の生成•発展·展開（井上） (153)153 
を企図して，グルーフ゜別々に車を設計・製造する方針を鮮明にしたはずであ
ったが，期待に反して人員の余剰が目立つなど，非効率な組織になってしま
った。しかも企画，製造，販売にわたる各分野で，さらにもう一つの管理体
系ができ上がり， 「屋上屋を架する」結果を招いた。各部門に残っていた自
主性を奪ってしまったうえに，各プランドのアイデンティティを喪失させて
しまい，消費者まで抱き込んだ経営混乱を来たしたのである。異なる 2つの
グループが同時に車をデザインし，設計，製造することはけっして合理的と
はいえず， これを是正するには製造グループを 1つにする以外に方法はな
し‘
当゜時発表されたGM車は，その低品質，時代遅れのデザイン，高価格のた
め，いずれも悪評で，その結果，会長兼最高経営責任者 (ChiefExecutive 
Officer, CEO)であった， ロジャー •B. スミス (Roger B. Smith, 1981 
年2月1日～1990年7月31日在任）管理下の10年間に，市場シェアを45形か
ら35彩へと10ポイントも低下させたのである。
このスミス会長兼 CEO時代は，二重の意味において， GMにとって不幸
な時代である。 1つは，上に述べた組織上の欠陥が表面化したことである。
いま 1つは，デザインと設計が自動車のコスト決定の主要因であるにもかか
わらず，スミスがロボットの活用こそコスト削減への一番の近道であるとし
て，工場のオートメーション化を強引に進めたことである。
自動車アナリストたちがしばしば指摘し， 批判してきたように， スミス
は，本来，財務マンでありながら， 「テクノロジーがすべてを解決する」と
いう神話の信奉者であった。「ハイテクノロジーの欠如は， 有効な管理技術
の欠如ほどには罰が重くない」にもかかわらず，彼は機械技術偏重の経営に
終始したのであった。例えばスミスの意向でGMは， 80年代に770億ドルに
上る膨大な合理化投資を行ったが，体質改善に資すること少なく，大量投入
された自動化ロボットのいくつかは，いまだに工場に放置されたままである
といわれている。そのツケが，市場支配力の低下や財務体質の脆弱さという
形をとって，顕在化してきたのである。
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W キャディラック事業部の独立とトップ更迭人事
本節では，キャディラック事業部が84年に編入された BOCグループ（中
・大型車部門）から外されて，単独部門として独立したこととドラスティッ
クな役員人事について考察することにしよう。
1987年 1月， GMの経営陣は最高級乗用車キャディラックの事業をこれま
での BOCグループから外し， 単独部門にする決定を下した。既述のとお
り，同部門は84年1月， GM75年の歴史のなかで最も重要な機構改革の一環
として，中・大型車グループ＝BOCグループに編入された。それは 5乗用
車部門での意思疎通が悪くなり，官僚化の弊害が目立つようになったからで
ある。しかしその大手術にもかかわらず，別の後遺症が出て再手術の必要が
生じた。
最も後遺症がひどいのはキャディラック部門で，例えば86年型として発表
した「エルドラド」 (Eldorado)のサイズダウン・タイプは極めて不評であ
った。「キャディラックなのにまるで高級感がないではないか」というわけ
である。低価格中型車も扱う BOC グループの開発•生産体制では，キャデ
ィラックが本来もつべき高級感やステイタス・シンボル感が薄れ，フォード
の「リンカーン」 (Lincoln)や日欧メーカーの高級車との販売競争に対抗し
えなくなってしまった。そこで再びキャディラックを単独部門とし，開発・
生産・販売一貫の高級車部門に戻すことにしたのである。
なお， 92年4月24日， GMはキャディラックを含む 5乗用車事業部門と 2
トラック部門を， 実質的に， それぞれ 1つに統合する意向であると発表し
た。組織の見直しが進み，各事業部門ごとに競合する車種も少なくなれば，
統廃合があっても不思議ではない。 まして同業他社のフォード社 (Ford
Motor Co.)やクライスラー社 (ChryslerCorp.）の業績好転ぶりに比し
て， GMの成績がいまひとつ冴えない昨今，社内の組織替えを一段と加速さ
せる必要性を痛感せざるをえない。
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フォードやクライスラーと比べて， GMは効率化の進捗状況において，大
きく後れをとっている。それゆえに，巨体のいたるところが「ぜい肉」だら
けであり，経営のスリム化を図るためには，かなり大々的な改革が要求され
るのであるが，ここで簡単にビッグ・スリー比較を試みておこう。
① 生産台数 1台当たりの従業員数
1989年 1992年
フォード 3.25人 3.01人＊
クライスラー 4.58人 3.76人
G M 4.88人 4.55人
＊この数字は，日本の自動車メーカーのアメリカ現地生産拠点における数
字に匹敵する。なおGMがフォード並みのレベルにまで達するには，ボ
ディ加工からエンジン， トランスミッション，車体組立てまでの生産工
程で 5万4,000人以上，ホワイトカラー 1万5,000人，部品下請け部門で
2万人，合計9万人近くを削減する必要がある。
R GMの自動車 1台当たり労働コスト (1,365ドル）はフォード (900ド
ル）より51.7彩，クライスラー (1,128ドル）より21.0彩も高い。
⑧ 乗用車と小型トラックの全米組立て工場のうち，労働生産性でのベス
ト3工場はすべてフォードのものである。
④ GMの労働生産性が，もしフォード並みであったら，年間約40億ドル
の収益改善になる。
⑥ 70年代末から92年までの組立て工程の労働生産性の改善率はクライス
ラー 50彩，フォード44彩に対し， GMはわずか13彩にとどまっている。
さて，次にGMの役員更迭人事に目を転じてみよう。 92年4月6日， GM
の取締役会は大幅な役員の人事異動を発表した。会長のロバート・ C.ステ
ンペル(RobertC. Stempel)の権限を縮小するとともに，プロククー＆ギャ
ンプル(Proctor& Gamble Co., P & G)の元会長で，社外重役のジョン・
スメール (JohnSmelle, 65)をGM経営委員会 (ExecutiveCommittee) 
の会長に指名したのである。社長にはジョン •F. スミス (John F. Smith, 
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54)副会長が抜擢され，最高業務責任者(ChiefOperating Officer, COO) 
を兼務することになった。それにつれて，現社長のロイド •E. ロイス
(Lloyd E. Reuss, 5, 1990年8月1日～1992年4月6日在任）は執行副
社長に降格された。
伝統的に，アメリカの巨大企業では会長職に就いたものが強大な権力を握
ってきたが，ステンペルは，日本企業における会長のような存在になりつつ
ある。彼は役人やディーラー，社外のグループとの折衝が主な仕事となる。
取締役会はステンペルの権限を弱めることで，スミス新社長を後押しする姿
勢を明確にしたのである。合理化推進が手ぬる＜，業績回復のきざしが見え
ないとの社外重役からの批判や圧力が強いことに加え，大株主の不満が噴出
しているとはいえ， GMがこれほどドラスティックな役員更迭人事を敢行し
たのは， 1920年に創立者デュラントを放逐して以来，初めてのケースであ
る。
すでにステンペルは91年12月19日に， 95年までに総生産力の4分の 1に相
当する21工場の閉鎖と，技術者や中堅管理職を含めた従業員7万4,000人（北
米で働く総従業員数約42万9,000人の17.2彩）の解雇を骨子とする，過去最
大規模の合理化策を公表している。 GMは前任者のスミス会長時代に，大手
情報システム会社のエレクトロニック・デーク・システムズ社 (Electronic
Data Systems Corp.)を25億ドルで， そして大手国防関連企業のヒューズ
・エアクラフト社 (HughesAircraft Co.）を50億ドルで買収したことを
はじめ，多角化戦略を積極的に展開した。それが本業たる自動車部門の弱体
化をもたらしたがゆえに，合理化を断行せざるをえなくなったためで，本業
強化に向けた体質の踏み固めであったといえよう。
従来よりGMは， 「カネを使えば解決できない問題はない」との発想で経
営してきたが，そのカネに窮しだしてきており，例えば91年9月末時点で，
同社の手元流動性は， 35億ドルと以前の水準の半分以下に減少しているので
ある。ちなみに，フォードが73億ドルで，クライスラーでさえ25億ドルであ
る。
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92年10月26日， ステンペル会長は健康上の理由で辞任する意向を表明し
た。たしかに，それ以前に会議の席上，持病の高血圧症で倒れ，入院加療し
たことはあったが， 病気よりも彼が辞任を決意した真相は次のとおりであ
る。すなわち前任者のスミス会長時代の過度の経営多角化と機械偏重経営に
起因する，いわば「負の遺産」である高コスト体質と自動車販売シェア低下
のッケがステンペルの時代に赤字となって急浮上し，スメールらの社外重役
の批判を浴びて引責に追い込まれたのである。 1週間後の1月2日， GM取
締役会はステンペル会長の引責辞任 (1990年8月1日～1992年10月26日在
任）を受けて，新執行部人事を発表した。それによると，新会長はジョン・
スメー ル， そして最高経営責任者 (CEO)は， ジョン・スミス社長が兼任
することになった。今後，この体制で，ステンペル前会長が前年の12月19日
に発表した 7万4,000人の人員整理， 北米21工場の閉鎖などの合理化に向け
て大ナクをふるうことになっている。これによって，一方では，部品購買コ
ストの大幅削減など生産経費の低減化にハズミがつくとの意見がある。しか
し他方では， 「首から上が代わっても胃の消化能力が回復するのに時間がか
かる」として，病める獅子へのカンフル効果を疑問視する声も多い。
その後11月12日に，スミス社長兼 CEOは，主力商品である自動車部門の
経営重視，組織縮小などを含む 5項目を柱とする経営方針を明らかにした。
その骨子とは，①自動車重視，②組織のスリム化，③コストと品質の即効的
対策，④事務・管理の共通化，⑥労働組合との協調関係である。なおスミス
社長は， 94年8月に「GMグループの全世界におけるモデル開発活動全体を
一望できる体制をつくる」ことを主眼目にして，国際事業部 (GMInterna-
tional Operations, GMIO)の機構改革を発表した。 GMIOに新たに社長
職を設置するなど， 様々な趣向をこらしているが， この組織改革によって
GMIOの事業範囲が地域レベルから国際レベルヘ拡大したほか， これまで
北米事業に主たる力点がおかれていたGMにあって，海外事業の重要性が増
していることを裏付けている。しかしここでは，その事実を指摘するだけに
とどめ，評価については他日を期したい。
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v 部品事業部の再編と格上げ
部品事業部門の再編・格上げについては，次のようにいえよう。 87年 1月
5日， GMは14の部品事業部をボディ・エンジンとシャシー・トランスミッ
ションの2グループに再編成した。今回の組織替えは従来，部品単位であっ
た研究開発体制をカー・エレクトロニクスの進展などに対応し，システム単
位へ転換するとともに，不採算部門を切り捨てる（これを divestitureとい
う）のが目的である。
この再編過程で注目されるのは， 各事業部内に 4, 5のミニ事業部を設
け，部品の開発や生産の責任をキメ細かく徹底させる試みを前面に打ち出し
たことである。この試みの狙いは， 「親方GM」意識を排除しようというも
のである。 GMには官僚主義がまん延し，巨大さにあぐらをかいて大企業病
にとりつかれているとは，再三にわたって言及してきた。ミニ事業部は社内
ベンチャー的な小規模組織で， とくにホワイトカラー社員に自主性をもた
せ，「官僚主義以上の官僚主義」 (MaryannKeller女史）といわれる悪弊
を打破しようという意図が込められている。
GMは世界最大の自動車メーカーであると同時に，世界最大の自動車総合
部品メーカーでもあるが，ここにも改革の波が押し寄せた。 92年12月以降，
GMは部品事業部オートモーティプ・コンポネンツ・グループ (Automotive
Components Group, ACG)の製品ラインと経営単位を， よりリーンで競
争的なものにするために，整理・統合などを推進して思い切ったリストラク
チャリングに努めだした。それと同時に中・大型車部門 BOCグループと小
型車部門 CPCグループの2大グループを統合したエンジン，パワートレイ
ン，ボディ，シャシーなど機能別組織への機構改革もおし進めるようになっ
た。
ACGのリストラクチャリング計画には，部品事業部の再編・統合とネッ
トワーク提携を生かして国際企業へ脱皮するという直接的な目標と同時に，
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部品事業部を独立事業的な性格にかえるという狙いもあった。
ACGのリストラクチャリングに関して，さらにいえることは， 自社事業
部の思い切った切り離しとアウトソーシング (Outsourcing,GM以外から
の外部調達）の積極化である。そのなかでとりわけ注目すべきことは， GM
が部品調達の効率化と人材再活用を企図した「ストラテジック・インソーシ
ング (StrategicInsourcing, S I,内製化による相互扶助）」戦略の導入で
ある。それは， GMに部品を供給している部品メーカーから品質面でみた上
位優良企業を選定し， GMの工場内に開発•生産部門を誘致する， いわば
「外部組織の内部化」である。その代償として， GMがリストラクチャリン
グの結果，抱えるレイオフ中の余剰人員を，それら部品メーカーに雇用させ
るという仕組みになっている。子会社以外の関係企業の開発•生産部門を自
社工場内に設置することによって，休職中の労働者を出向させるのはビッグ
・スリーでも初めての試みである。デザイン・イン的な柔軟な開発過程を構
築する一方で，部品調達コストの抑制も実現する新手のコスト削減策といえ
よう。
94年 6月， GMは自動車部品事業を自動車の生産。販売と並ぶ事業体に格
上げして，世界に向けての部品ビジネスを本格展開する決定をおこなった。
GMの自動車部品事業部 ACGは， これまでは， ACGの統括のもとに，
GMの一事業部門として運営されてきた。つまりキャディラックやシボレー
などの自動車事業部門と同格の形で事業を遂行してきたのである。しかし，
GM本体から分離されたことにより， ACGは今後， 北米事業部門 (NAO)
やGM販売金融会社 (GeneralMotors Acceptance Corp., GMAC)など
と同格の事業体にランクアップされることになる。この結果， ACGは独立
的な企業体に格上げされて，自動車部品メーカーとしての位置づけがより明
確なものとなり，経営的にもフレキシビリティが増して競争力の強化にもつ
ながると期待されている。こうした点を生かし， ACGは将来的に， GM以
外の国内自動車メーカーや日本自動車メーカーに対する部品売り込みを積極
化するであろう。その戦略上の一環としてGMは，すでに91年10月，東京・
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昭島市に「GMアジア・テクニカル・センクー」 (GMAsian Technical 
Center, ASTEC)を新設している。
ASTECは，日本およびアジア・太平洋諸国の自動車メーカー向け部品の
研究開発拠点であり，部品販売拡大のための戦略拠点である。とくに日本自
動車メーカーとのビジネスを拡大するために，単に部品単体を売り込むだけ
ではなく， 日本車の仕様に合った統合システム， サプ・システムを売り込
み，部品の設計・開発・評価を行う。つまりGMの技術者が部品の設計・企
画の段階から事業に参加（デザイン・イン）し，日本の自動車工業へ参入す
ることに照準を定めているわけである。いままではアメリカのテクニカル・
センターが担当していたが，日本に直接進出したことで，各種試験や設計上
の微調整を東京で行うことになった。そのことによって，日本の自動車メー
カーや部品メーカーとのコミュニケーションを密にし，そのニーズに機敏に
対応できるうえ，デザイン・インの活動もスビード・アップできる。 ASTEC
はいわば，今後の日米関係を大きく左右する前線基地であり， GMとしては
環太平洋ストラテジィーの重要な一環を構築したといえよう。ちなみに，
ASTECを構成している 1子会社6事業部は，次のとおりである。
Delco Electronics Corp., AC Rochester Div., Delco Remy Div., 
Packard Electric Div., Inland Fisher Guide Div., Harrison Div., 
Delco Chasis • Saginaw Div. 
ついでながら，一言付け加えておくと94年8月， ACGは日本市場におけ
る顧客重視のサービス体制を確立させるカスタマー・マネジャー (Customer
Manager)制を本格的に導入するとともに，自動車部品をこれまでの単品方
式からシステムとして供給する方式に転換した。
カスクマー・マネジャー制とは，日本の自動車メーカー別に， 6事業部を
統括する上級職を担当者として任命し，彼にすべての活動に対して自ら責任
をもたせると同時に交渉を一括管理させるものである。それに期待されてい
るメリットとして，次の諸点があげられよう。
① トップ・クラスがメーカーを直接担当することで，意思決定を早くす
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ることができる。
② 顧客側の情報を高レベルで把握することが見込まれ，要望についても
迅速に対応することができる。
③ 顧客との長期的で，緊密な人間関係を築き上げることができる。
なおGMは95年 1月に，自動車部品部門の独立性をよりいっそう強める目
的で， 同部品の名称を ACGから「デルファイ・オートモーティブ・シス
テムズ」 (DelphiAutomotive Systems)に変更した。 ACGは3年ほど
前から，事業内容の合理化を図るために， GM本体から組織面で独立してい
た。デルファイは，古代ギリシアにあった都市の名前「デルフォイ (Delphoi)
に由来しているが，ギリシア神話では， Apollo神殿があったところで，人
々が神託を伺いにいったところとして有名である。
今回の社名変更は， GM以外へのコンポネント・ビジネスをさらに強化し
ていく意思を内外に表明したものである。社名からGMの名前を外し，新し
いコーポレート・アイデンティティ (CI)の確立を背景にして， 今後は
GM以外の全世界の自動車メーカーを相手に，一部品メーカーとして競争に
参加するという新たな一歩を踏み出す意気込みを示すものといえよう。
デルファイは， 94年実績で従業員数17万2,000人，年間売上高261億ドル，
31カ国に 190の生産拠点，テクニカル・センター17そして合弁企業31を擁す
る世界最大の総合自動車部品メーカー（ただし，エンジンを徐く）である。
なお， 2位のフォード・オートモーティブ・コンボネントの同年の売上高は
77億ドルにすぎない。今後GMでは， 事業部の名称のはじめに「デルファ
ィ」を付けることとし，システム・メーカー，システム・サプライヤーの立
場を明確にする方針である。
いうまでもな<,GM部品部門がこれだけ巨大化したのは，世界最大の自
動車メーカー， GMという供給があったからこそである。すなわち，いまま
で垂直に統合されていたGMの組織内に組み込まれていた時代には，部品部
門は外部部品メーカーとの競争からはおよそ無縁であり，ましてや販売努力
といった苦労もまったく不必要に近かった。いわば「閉鎖された無競争市
162(162) 第 40巻第 1 号
場」を占有していたのであり， GMとの関係は，日本でいう「系列化」以上
の強い結び付きをもっていた。 GMとの関係を弱め，これからは他の自動車
メーカーとの取引を大幅に拡大するという大胆な戦略転換である。すでに
GMがデルファイから購入する自動車部品の総額は，全体比で45彩程度にま
で減少していると見積もられている。
この脱GM戦略の一つがデルファイによる新CIの確立である。従来は，
各部品事業部がそれぞれの名前でビジネス活動に従事し，個別的に顧客に対
応していた。これでは顧客側も混乱するとして，まずマーケティングの見地
から名称をデルファイに統一した。しかも，ただ名称を変更するだけではな
く，デルファイでは OEM（相手先プランドによる生産）顧客の主力である
自動車メーカーに対しては，「カスタマー・マネジャー」をそれぞれ配置し，
顧客志向の質の高いサービスを展開できる体制も敷いた。
デルファイのセリング・ポイントは「デザインから製造までワールドワイ
ドに展開できること」にあるとされる。世界中に展開したネットワークを通
じ，世界のどこでも顧客の要望に応えられ，実際に，製品の供給もワールド
ワイドで行えるのが大きな強みといえよう。
自動車部品は，日米経済摩擦問題で常に第一番目に姐上に載せられる分野
である。そして1995年6月現在，日米包括経済協議で，日本自動車メーカー
による購入「枠」をめぐって政治抗争化し，未解決の懸案事項になっている
だけに， また自動車は「製造」「生産」というよりも， 1台当たり約3万個
の部品の「組立て」「組付け」という側面が強いだけに，さらに，「部品を制
するもの」が「自動車を制する」といっても過言でないだけに，デルファイ
の動向には目が離せない。
自動車メーカーとしてのGMは， アメリカにとって「星条旗のような存
在」（宮澤喜一元首相）であり，アメリカ外交の「影武者」 (DummyGeneral) 
として，次々と国際戦略を打ち出している。われわれは，世界最大の総合部
品メーカーとしてのGMに対しても，完成車メーカーに対すると同様な姿勢
で注視することが要求されよう。
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